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当社の完全子会社間の株式交換に関するお知らせ 

 

当社は、本日の取締役会において、2020年12月１日を効力発生日として、当社の完全子会社

を当事会社とする株式交換を実施することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

 

記 

１．本組織再編の目的 

当社グループは、昨年10月以来、子会社の統廃合などのグループ内再編を進めてまいりまし

た。その結果、グループ企業が、2021年３月末までに32社減少する見込みです。この再編の一

環として、意思決定の迅速化、責任の明確化等を促進するため、株式会社ドン・キホーテ（以

下「ドン・キホーテ」といいます。）に国内ディスカウント事業の中間事業持株会社としての機

能を持たせ、株式会社長崎屋（以下「長崎屋」といいます。）及びＵＤリテール株式会社（以下

「ＵＤＲ」といいます。）をドン・キホーテの完全子会社とすることにいたします。これによ

り、ディスカウント事業の集約化を図り、同事業における人材の最適配置、資源配分、商圏単

位で意思決定を行うというミリオンスター制度の目的の実現を促進し、国内ディスカウント事

業の更なる発展を目指します。 

なお、ディスカウント事業の集約化の一環として、ドン・キホーテは、2020年12月に、当社

グループ会社においてディスカウントストア事業を営む株式会社ダイシン百貨店（以下「ダイ

シン百貨店」といいます。）の発行済株式全てを他の当社グループ会社から取得して、ダイシ

ン百貨店を完全子会社とする予定です。 

 

２．本組織再編の概要 

当社の完全子会社であるドン・キホーテを株式交換完全親会社とし、①長崎屋を株式交換完全

子会社とする株式交換（以下「本株式交換①」といいます。）、及び、②ＵＤＲを株式交換完全子

会社とする株式交換（以下「本株式交換②」といい、本株式交換①と合わせて「本株式交換」と

いいます。）を、それぞれ行います。 

 

３．当事会社の株式交換の要旨 

（１）各本株式交換の日程 

株式交換契約承認取締役会：2020年11月10日 

株式交換契約締結：2020年11月10日 
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株式交換承認に関する株主総会：2020年11月10日 

株式交換効力発生日：2020年12月１日（予定） 

 

（２）株式交換に際して交付する金銭等 

本株式交換はいずれも無対価株式交換であり、本株式交換に際して、株式交換完全親会社で

あるドン・キホーテに対して金銭等の交付は行いません。 

 

（３）当事会社の概要（2020 年 11 月 10 日現在） 

  
株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

本株式交換① 本株式交換② 

(1) 名 称 株式会社ドン・キホーテ 株式会社長崎屋 ＵＤリテール株式会社 

(2) 所 在 地 
東京都目黒区青葉台二丁目

19 番 10 号 

東京都目黒区青葉台二

丁目 19 番 10 号 

神奈川県横浜市入江二

丁目 18 番地 

(3) 

代表者の役

職 

・ 氏 名 

代表取締役社長 

吉田 直樹 

代表取締役社長 

赤城 真一郎 

代表取締役社長 

片桐 三希成 

(4) 事 業 内 容 

家電用品、日用雑貨品、食

品、時計・ファッション用品

及びスポーツ・レジャー用

品等の販売を行うビッグコ

ンビニエンス＆ディスカウ

ントストア 

総合スーパーの運営 ディスカウント型総合

小売店舗の運営 

(5) 資 本 金 100 百万円 100 百万円 ２百万円 

(6) 設立年月日 2013 年８月 14 日 1948 年１月 31 日 2017 年 11 月３日 

(7) 
発行済株式

数 

10,000株 81 株 160 株 

(8) 決 算 期 ６月 30 日 ６月 30 日 ６月 30 日 

(9) 
大株主及び 

持 株 比 率 

株式会社パン・パシフィッ

ク・インターナショナルホ

ールディングス（100.00％） 

株式会社パン・パシフ

ィック・インターナシ

ョナルホールディング

ス（100.00％） 

株式会社パン・パシフ

ィック・インターナシ

ョナルホールディング

ス（100.00％） 

 

４．今後の見通し 

当事会社３社は当社の完全子会社であり、本株式交換が連結業績に与える影響はありません。 

また、ダイシン百貨店の株式取得についても、連結業績に与える影響はありません。 

 

以上 


